
◆　予算規模

単位：千円

現計予算 補正額 合　計

一般会計 113,597,786 121,790 113,719,576

特別会計（10会計） 122,678,412 122,678,412

企業会計（ 5会計） 30,166,766 30,166,766

266,442,964 121,790 266,564,754

◆　一般会計予算規模

単位：千円

現計予算 補正額 合　計

市　　　税 39,014,626 39,014,626

歳 地方譲与税等 23,815,217 23,815,217

国県支出金 21,575,316 81,562 21,656,878

市　　　債 13,355,200 19,700 13,374,900

入 そ　の　他 15,837,427 20,528 15,857,955

113,597,786 121,790 113,719,576

人  件  費 20,240,119 20,240,119

歳 扶  助  費 22,750,367 22,750,367

公  債  費 9,629,300 9,629,300

普通建設事業費 17,046,082 82,900 17,128,982

災害復旧事業費 35,600 35,600

出 そ　の　他 43,896,318 38,890 43,935,208

113,597,786 121,790 113,719,576

津 市 の 平 成 ２８ 年 度 補 正 予 算
【一般会計補正予算(第２号)】

　今回の補正予算は、市立の認定こども園の整備に向けた調査設計経費をはじめ、災害に強い森林づく
りを推進するための林地残材の搬出促進にかかる補助金や平成２８年３月２６日に全線復旧したＪＲ名
松線の更なる利用促進を図るための経費を計上しました。
　また、国・県・自治総合センターコミュニティ助成金の事業採択を受けた事業等について、予算編成
を行いました。

区　　　分 備　　　　考

補正予算(第2号)

区　　　分 備　　　　考

合　　　計

国庫支出金　24,357千円
県支出金　　57,205千円

認定こども園整備事業債　19,700千円

補助事業　40,000千円
単独事業　46,958千円　ほか

物件費　48千円  　補助費等　38,942千円
積立金　△100千円

計

分担金及び負担金　700千円
財政調整基金繰入金　△7,472千円　　諸収入　27,300千円

計
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◆　予算のポイント

＜一般会計＞

　歳入歳出予算（款別）

○総務費 3,179 千円
補正予算額
（千円）

4,800

△ 100

△ 1,521

○民生費 41,491 千円
補正予算額
（千円）

15,000

26,491

○農林水産業費 75,447 千円
補正予算額
（千円）

4,416

12,242

28,500

30,289

○土木費 1,006 千円
補正予算額
（千円）

0

1,006

○教育費 667 千円

補正予算額
（千円）

667

大事業名 事業名 事業内容

地域かがやきプログ
ラム事業

二地域居住等推進事業
　国の平成27年度補正予算（第1号）「地方創生
加速化交付金」の事業採択による減額調整

市民活動推進事業 コミュニティ助成事業

大事業名 事業名

農業用施設維持管理
事業

土地改良施設維持管理適正
化事業

　雲出井用水幹線水路の適正な維持管理のための
ゲート等の補修整備

県営等土地改良事業

保育所施設整備事業

基金管理事業
過疎地域振興事業基金積立
金

  過疎地域振興事業債充当事業の補正に伴う過疎
地域振興事業基金積立金の減

担い手確保・経営強化支援
事業

　地域の中心となる経営体の農業経営の改善に係
る機械導入に対する補助

農業振興支援事業

事業内容

大事業名 事業名

障害者総合支援法関
係事業

　災害に強い森林づくりを促進するため、間伐に
より発生する林地残材の搬出促進補助

事業名 事業内容

　地域のコミュニティ活動に対する補助

障害者グループホーム緊急
整備事業

　民間事業者の障害者グループホーム建設に対す
る補助

大事業名 事業名 事業内容

みえ森と緑の県民税
市町交付金事業

大事業名

放課後児童健全育成
事業

市立認定こども園整備関連
事業

　（仮称）津こども園整備に伴う放課後児童クラ
ブ移設整備の実施設計等

林地残材搬出促進事業

排水施設維持管理事
業

名松線利活用関係事
業

名松線利活用関係事業
　ＪＲ名松線の更なる利用促進を図るために無料
シャトルバスを季節に応じて運行

市立認定こども園整備事業 　（仮称）津こども園整備に係る実施設計等

事業内容

耐震対策ため池改修事業
　県補助内示に伴う県営事業負担金（△4,058千
円）から耐震性調査業務委託料（16,300千円）へ
の計上替

財源更正
　「発電用施設周辺地域振興事業費補助金」の事
業採択による財源更正
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